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設傭投資額 曹達部門 トンあたり生産費 トン
年次 生産高 保　護　率
（千円） 損益 変動費 総生産費 損益 隈界（T1）　採算（丁王）
18 4863，144 一691274．2‘302．1一219．8 35．5鬼　49．23毘
ユ9 ユ83 5，267 一52道 N　A 259．O一99．5 N．A　　　94．45
20 259 6，020 一828N．A 238．O一137．5 N．A　　　137．08
2工 78 6，787 一182105．3■119．0一26．8 59，9　　80．78
22 159 8，208 一397N．A 98，0一48．3 N，A　　　82．27
23 ユ01 7，481 一398ユ02．O‡115．0一53．2 110．5　　137．27
24 193 9，310 一25396．C肺 109．0一27．1 93．2　　119．29
25 23211，972 一49 89．0榊 ユ02．0 一4．1 47，8　　69．29
26 37 18，155 一19584．5榊 103．3一10．7 19，3　　45．85





















































































































1920 1921 1922 1923 工924 1925
（A〕販売高 5ユO，000584，540465．1346ユ1，506814，361947，912
（B〕輸　出 ■ ■ ’ 298，022305，401275，527
（C〕日本向 ’ 一 ■ 99，102 34，826 93，295
C／A ■ ■ ’ 33，3％ 11．1晃 33，9晃
Cノ非帝国向輸出 ■ 一 一 46．4毘 16．7詔 51．2完
（D〕売上利益率 3．ユ毘 O．6％ 12．3尭 26．1男 23．1詔 20．2鶉
lE〕コスト（円換算） 31，68 40．70 40，66 29．57 31．33 33．23
（F〕限界価格 53．02 62．04 6ユ．99 50．91 52．66 54．56
（G〕採算価格 53．97 62．27 69．67 61．86 61．15 63，00
（H〕価格（最高） ユ41．72 141．72 68．07 61．80 95．33 106．04
（最低） 124．48 68．07 61．80 56．45 56．45 95．23
H－F差益（コスト） 7ユ．46 6．03 一0．ユ9 5，54 3．79 40．67




























































































































第1年 第2年 第3年 第4年 第5年29．1且一30．IO30．11－31，工O3L11－32．1O32．11－33．工033．l1－34．10
A　　固定資本（千円） 3、μO 4，640 4，640 4，640 4，640
B　　生産高（トン） 34，OCO 42，000 5C，000 54，OOO 56，000
C　　年償却費（千円〕 340 460 460 460 460
D・C／B　トン当り償却費 10．00 10，95 9．20 8．53 8，21
E　　トン当り原価 82．52 79．73 76．93 74．12 71．35
F＝D＋E　製品原価（円／トン〕 92．52 90，68 86．13 82，65 79．56
G　　販売価格（円ノトン） 85，O 85．0 85．O 85．C 85．O
H・G－F　損益（円／トン） 一7，52 一5．68 一1．13 2，35 5．44
I＝A・O．05／B企業利益 5，06 5．52 4．64 4，30 4．14
トH＋一三奨励金 12．58 ユ1．20 5．77 1．95 ■
／・B　必要な奨励金（円） 427，680470，560288，500ユ05，1OO
K　　年度割（円〕 2ユ3．798448，994379，330196，690 52，556
L　　トン当り奨励金（円〕 6，29 1O．69 7．59 3．64 0．94
12）実績
M　　固定資本ストック 6．874 9，245 10，429 10，459 11，998
M／A　　逢成率 199，8％ 199，3％ 224．8％ 225．4毘 258．6究
N　　生産高 55．900 93，100 134，800203，600312，900
N／B　逢成率 164．4尭 221．7毘 269．6％ 377．O毘 558．8晃
○　　減価償却 6．89 6．97 6．ユ8 ユ2．71 3．31
P　　製造原価 88．8 69．4 50．3 51．3 52．8
卜F　　達成度 一3．72 一2ユ、28 一35，83 一31．35 一26．76
Q　　助成金総額 382，200500，100303，900 O o
Q－K　　計画との差 ユ68，4C2 51，106 一75．430一196，690一52，556
R　　トン当り 6．84 5，50 2．20 O，OO 0．0C






























































































































































































































































































































（1〕 12〕 13卜（4＋5） 14〕 15〕 12〕十13〕 帽γ 13γ
補助金 消費者余剰 生産者余剰 価格低下 複含効果 厚生変化S △CS＝D・（一dp） △R X・△P （P－C（亜〕〕△X△CS＋△R 変動費 生産書余剰
1930382 2，幽1 一1，533■1，328 一2051，308 167 一1，161
3ユ 500 5，046 一3，516一3，ユ88 一3281，531 680 一2，508
32 304 8，228 一6，OO1一6，120 119 2，226 1，432 一4．688
33 ■ 一750 8．404 6ユ1 7，793 7，653 9，505 1O．n6
30－33計1，186 15，365 一2，646一10，025 7，37912，718 ！7，451 1，758
（2〕実質値
ω 12〕 13〕＝（4＋5） ；4〕 （5〕 （2〕十13〕 15ア 13γ
補助金 消費者余剰 生産者余剰 価格低下 複合効果 厚生変化S △CS＝D・（一dp〕 △R X・△P （P－C（x〕〕△X△CS＋△R 変動費 生産者余剰
1930459 1，O15 一721 一475 一246 295 2CO 一274
3ユ 735 698 一922 一441 一481 一224 999 558
32 418 4，724 一3，35ユ一3，5ユ4 163 1，373 1．969 一1，545
33 ■ 一5，296 13，522 4，313 9，210 8，226 1，233 ユ5，546
3C－33計1，6ユ2 工，ユ40 8，529 一n6 8，645 9，669 ユ4，401 14，285
資料）　r長期経済統計9』，その他は，表ユ，4，5と同じ。
　注1：△W，厚生変化，△CS，消費余剰変化，△R，生産余剰の変化。
　　　　P、国内価格，D，国内需要，X，国内生産，C，生産コスト（平均費用，15〕変動費十固定費，
　　　　15γは，変動費のみ，旭硝子データ）
　　　　△WE△CS＋△R！D’△P＋｛X．△P＋（P■C（x））△Xlの式で推計。
　　2：デフレーターは，化学工業製晶価格指数。1929＝1OO
　補助金の支給額は，支絵時の計画と対照した表4によれば，その経路が意図
されていなかったとはいえ，輸入代替の進展，企業利益の増加，価格低下によ
る消費余剰の増加を生み出した点で，当初の狙いをはるかに上回る成果をあげ
たといえよう。最後に，この点を最近の経済理論の成果㈹に基づいて定量的に
確認しておこう。
　表5は，29年を初発の均衡として，補助金支給期問30－33年の経済厚生の変
化を，（1〕価格低下による消費者余剰の変化（△CS，（2〕欄），（2〕価格低下による
生産者余剰の変化（X・△P（4〕欄），／3）生産量の増加とコストの低下による複合
的な生産者余剰の増加（（P－C（x））・△X，（5〕欄）に分解したものである。同表
から，次の3点が指摘できよう。
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　第1に，補助金は，ICIの販売政策とそれに対する日本側の低価格政策を介
して，さしあたって，消費者余剰の急遠な増加をもたらしたことが注目される
べきである。補助金は，意外にも生産者ではなく，消費者に大きな利益をもた
らしたのである。この部分は，これまでICIに帰属していた独占レントを国内
消費者が奪回した部分と理解でき，30－32年にかけて，その額は，実質値で640
万円と試算される。しかも，この消費者余剰の増大は，たんにガラス製造業者，
化学製造業者といった曹達灰の消費者のみでなく，一定のラグを置いて，人絹
部門を中心とする苛性曹達消費者にも均霧した。31年以降，曹達灰の変成によ
る苛性曹達の生産が増加した。既述の通り，31年6月，日本曹達工業が苛性曹
達の販売を開始し，大日本人肥は，輸入曹達灰の変成を開始した。31年半ばか
ら，苛性曹達価格が低落したのはそのためであった。
　第2に，国内の生産者余剰は，30－31年には価格の低下による損失が規模の
経済性の実現とシェアの確保による複合的な効果をはるかに上回った結果，大
きなマイナスを示したが，32年に入ると僅かな余剰を生み，33年以降急増した。
同年には，とくに規模の経済性の実現とシェアの確保による複合的な効果が大
きく現れた。その規模は実質値で921万円に達し，恐慌期の損失の累計額をは
るかに凌いだ。こうして，生産者も33年にはこれまでICIの漏出していたレン
トの奪回に成功したのである。なお，ちなみに，この年，旭硝子，日本曹達工
業の2社は，十分な利益を得たため補助金受給を辞退した。
　従って，第3に，総じていえば，曹達灰への支給がもった経済的効果は，デ
フレートの基準時点によって，やや異なるものの，支給金額118万円という社
会的コストをはるかに上回る大きな経済成果を生んだ。1914年の化学工業調査
会の提案以来，その保護のコストと成果の比較評量を慎重に加えた末に支給さ
れた曹達灰製造補助金は，おそらく最適のタイミングで支給され，そのパ
フォーマンスは著しく高かったと評価してよかろう。
　こうして，33年以降発展の軌遣に乗った曹達産業は，急速に設備能力を拡張
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し，コストを低下させた。33年には旭硝子も曹達灰の変成による苛性曹達の生
産を開始した。こうしたアンモニア法苛性曹達の増産は，苛性曹達価格の安定
を通じてこの時期の人絹部門の発展の条件を形成した。さらに34年に入るとわ
が国の曹達製造企業は，輸入代替を完全に終了して，東アジア市場への輸出に
進出し，Iαとアジア市場をめぐる競争に人った。34年8月，すでに日本市場
の確保の望みを放棄していたICIは，外務省・商工省を通じてわが国の企業に
対して曹達輸出に関する協定を申し込むことになった。かつて，対外競争に苦
しんだわが国の企業は，いまや東アジア市場における国際カルテルヘの参加を
求められたのである。しかし，急速に設備を拡張した日本側企業が，この申し
出を一蹴したことは，もはやいうまでもあるまい。
注11〕奉稿に先行する戦間期産業政策の成果は以下の通り。宮島英昭「1920年代における重化学工業
　　化と産業政策：染料工業のケース」，r年報近代日本研究13経済政策と産業』山川出版社，
　　199工年，長谷川信・宮島英昭「1920隼代の重化学工業化と関税政策」大石喜一郎編『戦閻期日本
　　の対外経済関係」日本経済評論社，ユ992年，H　Mlya」im、っapanese　lndustr1目1Pohcy　durmg　ln－
　　terwar　Period：Strategles　for　lnternational　and　Domestic　Competitioバ，B洲舳直∬α〃　＆伽舳｛’
　　H鋤o軌second　sorles，VoI，21．1992．
　12）この分析の背後にある理論的枠組については，E－Help㎜an　and　P．R　Krug皿an，丁他幽Poめ皿〃
　　〃o油”∫〃閉o肋犯Cambndge，MA，1989．cha．3，6and7；J．Eaton　and　G．M．Grossma耐，‘Optlmal
　　T「註de畠nd　hd鵬trial　PoIlcy　mder　Ohgopoly’，Q㎜物η∫㎝伽1ψEω物榊伽Vo11O1，ユ987，伊藤元
　　重他曜業政策の経済分析j東京大学出版会，ユ988年。
　（3〕定義については，前掲．伊藤他瞳業政策の経済分析』，56－58，79－80頁。
14〕プラナーモンド社の基本載略は，技術提携を回避して，可能な限り販売市場を雑持しようとす
　　るものであった。（W，R皇ader，∫閉吹㎜1C克舳｛‘血〃閉伽鮒一‘3一λ脇fの．Vo11，Oxford，1968）こうし
　　た戦略は，lGファルベンの染料・肥料における戦略と酷似しており，逆に技術提携が進展した
　　電撲工業のケースとは異なる。この点については，工藤章rイー・ゲー・ファルベンの対日戦
　　略」東京大学出版会，1992年。
　15〕旭硝子株式会社肚史』，1968年，77頁。
　16〕徳山曹達株式会社r徳山曹達70年史」1988隼，19頁。
　17〕詳しくは，本富一男「1920年代における化学工業保護政策」r史学雑誌』95－u，1986年，1O
　　頁。
18〕三菱合資資料課・経済調査委隅査報告一』1924年。
19〕前掲，徳山曹逢株式会社r徳山曹達70年史』，25頁。
αO　「経済調査会決議一覧」r第一次大戦期・通商産業政策史資料」原書房，1987。
ω　旭硝子「曹逢灰製造二関スル意見書」1922年8月。
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ω　詳しくは，前掲，長谷川信・宮島英昭「1920年日本の重化学工業化と関税政策」33－9頁。
㈹　以上の経過は，旭硝子附史」48，110頁，「我国に於ける曹遵灰工業と其自給策」1924年6月，
　工政会。
ω　「臨時財政経済調査会要覧」隙1次大戦後・経済社会政策資料集j第1巻。
115詳しくは，前掲，拙稿「1920年代における重化学工業化と産業政策：染料工業のケース」86－8
　頁。
㈹　臓時財政経済調査会諸閥察6号，議事録』。
1吻　旭硝子の要求は，現行の関税5，8円を21．7円に引き上げるという点にあり，21年の平均価格で
　換算すると，42％前後の引き上げ率であった。表2からみればとりあえず隈界保護率までの引き
　上げを要求したとみることができよう。（東京商工会議所隅税改正二関スル参考資料j1922年，
　232－9頁）。
（1魯　榎本達吉『曹達』1938年。
09前掲，『臨蒔財政経済調査会諮聞第6号，議事録』。
像o　この時期，マガジ曹逢の輸入元である鈴木商店系の太陽曹達は，「其（マガジ）の天然曹達は
　無尽蔵で非常に廉価であるから，日本でソーダを製造する必要なし」と宣伝した。西川虎吉の回
　顧によれば，「政府当局為政考間にも本邦の如き不良高価な食塩を使用して難儀をして迄損の上
　塗りをするソーダエ場を縫持する必要無いと云ふ議論が強くなってきた」（日本晒粉同業組合
　　『改訂増補日本曹達工業史』638頁）。
㈱　前掲，『徳山曹達7C年史』。
㈱　故岩崎俊彌氏伝記編纂会曙崎俊彌伝』1932年，94－7頁。
鯛　森川英正『財閥の経営史的研究」東洋経済新報社，198C年，197頁。
㈱　旭硝子階達事業　上』（社史編纂用社内資料）。
鯛　三菱商事「マガジ曹逢解散説」！923年3月17日，旭硝子噌逢不当廉売関係書類』。
㈱旭硝子の調査では「岩塩二水ヲ注入溶解シテ之レヲ吸シ出シ便用シ居ルモノハ其水ノ純度高ク
　且ツ殆ト飽和点二近キモノナルカ其価格ハ溶解監1噸当60銭前後ナリ」とされている（旭硝子
　　『関東州二於ケル曹達灰製造計画二関スル復命書』）。
吻　この検討は，25年初頭から始まった。詳しい経過は，前掲本宮，「工920年代における化学工業
　保護政策」，24－5頁。26隼ユ月時点で関東庁今井事務官が携えていた計画案は，①塩田2ケ年で2
　平町歩の開発，年産8万トン，開発費180万円，と②関東州曹達株式会社，資本金600万円（三菱，
　三丼，旭硝子）の共同幽資，關設4年後，隼産4万トンという計画であっむ（旭硝子『塩二関
　スル希望並ビニ答申書」）
㈱　日本曹逢工業「内地及関東州曹逢灰事業二関スル意見書」（『昭和財政史jユー44）鉋
㈱　　『東京朝日新剛ユ925隼9月27日，ユ0月7日。
㈹　旭硝子『社史』，114頁由
㈱　「不当廉売防止促進及塩取扱二関スル件，第1回打含会議経過」，旭硝子『不当廉売防止関係
　書類」所収。
鯛　旭硝子『嘗達事業　上』，前掲，旭磯子『祉史」ユ16頁。
㈱　旭硝子の自家消費は21年3500トン，25年3630トン，27年43C0トン程度であったから、日産30ト
　ン設備で原料曹達灰の安定的僕給が可能であった。
㈱　前掲，『着崎俊弥伝』。
㈱　26年6月に公布された施行令は，その第1条で「輸出国に於ける輸出時の正当卸売価格に運賃
　保険料手数料其他の諸掛及び関税を加算した予額より低廉な場合」とダンピングを定義し，1条
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　の2で「利害関係人は委員会の審査を商工大臣に申講することを得」と規定した喧
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